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三井生命では各組合の皆様へ各種セミナーを実施しております（無料）

2017年度は上記のセミナーを26協同組合にて実施させて頂きました。多くの経営者より
個別に相談も頂いております。お気軽にご相談ください。
※セミナ̶実施についてのご照会先は
　名古屋市中区錦 1－4－6　三井生命保険株式会社　TEL 052－231－3852
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B－2018－5133（2018.4）使用期限 2019.3.31

◆セミナーコンテンツ例
　・事業承継（生命保険を活用した事業承継対策）
　・公的年金とライフプラン
　・知っておきたい賢い生命保険の活用法
　・公的介護保険制度を知ろう　　　　　　　など
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VOICE
■
協
同
組
合
連
合
会
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
70
年
か
ら
50
年
ほ
ど
前
、
ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
は
、
経
済

活
動
に
お
け
る
流
通
動
脈
と
し
て
事
業
の
近
代
化
と
輸
送
力

の
増
強
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
中

小
企
業
者
が
大
多
数
を
占
め
る
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
界
で
は
、

個
々
の
事
業
者
が
そ
の
求
め
に
応
じ
る
こ
と
は
困
難
で
あ
っ

た
た
め
、
事
業
者
の
組
織
化
を
促
進
す
る
行
政
の
支
援
等
を

利
用
し
て
各
地
域
に
事
業
協
同
組
合
を
組
織
し
、
物
資
の
共

同
購
入
、
共
同
施
設
利
用
、
資
金
調
達
等
の
事
業
に
協
調
し

て
取
り
組
み
始
め
ま
し
た
。
当
時
、
愛
知
県
内
に
21
の
運
送

業
の
協
同
組
合
が
設
立
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
協
同
組
合

の
連
絡
や
指
導
、教
育
情
報
の
提
供
に
よ
る
輸
送
の
合
理
化
、

協
同
組
合
の
自
主
的
経
済
活
動
を
促
す
セ
ン
タ
ー
的
役
割
を

果
た
す
連
合
会
の
結
成
機
運
が
高
ま
っ
た
こ
と
を
受
け
、
昭

和
44
年
４
月
、
愛
知
県
貨
物
運
送
協
同
組
合
連
合
会
が
発
足

す
る
運
び
と
な
り
ま
し
た
。

　
以
来
、
施
策
を
効
果
的
に
利
用
し
な
が
ら
、
ト
ラ
ッ
ク
運

送
事
業
の
社
会
的
経
済
的
活
動
を
一
層
高
め
る
た
め
に
必
要

な
諸
事
業
に
取
り
組
ん
で
参
り
ま
し
た
。
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業

界
の
組
織
化
が
進
ん
だ
平
成
４
年
に
は
、
最
大
で
61
の
組
合

が
加
入
し
て
い
ま
し
た
が
、
現
在
は
41
組
合
で
活
動
し
て
い

ま
す
。

■
協
同
組
合
連
合
会
の
活
動
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
事
業
者
が
加
入
し
や
す
い
組
合
づ
く
り
を
支
援
す
る
た

め
、
組
合
加
入
を
後
押
し
す
る
メ
ニ
ュ
ー
を
用

意
し
て
い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
Ｅ
Ｔ

Ｃ
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
た
高
速
道
路

通
行
料
金
「
大
口
・
多
頻

度
割
引
」
に
関
す
る
共

同
計
算
や
「
交
通
安
全

用
の
ぼ
り
」
を
は
じ
め
と

し
た
商
品
の
斡
旋
、
機
関
誌
の
発
行

等
を
通
じ
た
組
合
へ
の
情
報
提
供
、
組
合
の

活
性
化
に
つ
な
が
る
研
修
会
の
開
催
等
で
す
。

ま
た
、
協
同
組
合
を
窓
口
と
し
た
、
荷
物
を

依
頼
す
る
側
と
車
両
を
活
用
し
た
い
運
送
側
を

マ
ッ
チ
ン
グ
す
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
シ
ス
テ
ム

「
Ｗ
ｅ
ｂ
Ｋ
Ｉ
Ｔ
」
へ
の
参
加
も
推
進
し
て
お
り
ま
す
。

■
特
に
力
を
い
れ
て
い
る
こ
と
は
何
で
す
か
？

　
平
成
29
年
４
月
よ
り
実
施
さ
れ
て
い
る
「
車
両
制
限
令
違

反
者
に
対
す
る
高
速
道
路
利
用
料
金
の
大
口
・
多
頻
度
割
引

停
止
措
置
」
等
の
見
直
し
に
つ
い
て
、
違
反
を
防
ぐ
べ
く
組

合
及
び
会
員
組
合
員
に
対
し
て
周
知
徹
底
を
図
る
と
と
も
に
、

運
送
事
業
協
同
組
合
の
全
国
組
織
で
あ
る
日
本
貨
物
運
送
協

同
組
合
連
合
会
の
会
長
と
し
て
国
土
交
通
省
へ
の
要
請
活
動

を
積
極
的
に
行
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
中
小
ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
者
に
と
っ
て
大
き
な
課

題
で
あ
る
輸
送
効
率
の
向
上
に
対
す
る
解
決
策
と
し
て
有
効

な
「
Ｗ
ｅ
ｂ
Ｋ
Ｉ
Ｔ
」
の
利
用
推
進
活
動
に
も
力
を
注
い
で

い
ま
す
。

　
組
合
は
、
業
界
を
牽
引
す
る
事
業
者
が
多
数
所
属
す
る
組

織
で
あ
る
こ
と
か
ら
、「
業
界
改
善
に
は
、
ま
ず
組
合
へ
の

支
援
を
」
と
行
政
に
訴
え
、
そ
の
協
力
を
得
な
が
ら
、
Ａ
Ｉ

を
活
用
し
た
技
術
革
新
等
、
業
界
の
次
世
代
の
在
り
方
の
検

討
に
も
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

■
趣
味
や
休
日
の
過
ご
し
方
を
教
え
て
く
だ
さ
い

　
そ
の
季
節
の
花
々
を
見
る
こ
と
を
楽
し
ん
で
い
ま
す
。特
に
、

桜
は
毎
年
京
都
ま
で
見
に
出
か
け
て
い
ま
す
。
今
年
は
、
桜
が

散
る
の
が
早
か
っ
た
の
で
す
が
、
代
表
的
な
ソ
メ
イ
ヨ
シ
ノ
以

外
に
、
様
々
な
種
類
の
桜
を
楽
し
む
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

吉
野
雅
山
常
任
理
事
に

　
　
　
お
話
し
を
聞
き
ま
し
た
。

愛
知
県
貨
物
運
送
協
同
組
合
連
合
会
　
会
長
　
吉
野
　
雅
山

＊＊ 組合プロフィール ＊＊

組　合　名：愛知県貨物運送協同組合連合会

代表者名：吉野雅山

設立年月：1969年 4月

会　員　数：41協同組合　869会員

住　　所：名古屋市瑞穂区新開町

　　　　　12番 6号

Ｕ　Ｒ　Ｌ：http://www.aiweb.or.jp/aikakyoren/
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愛知県では、県内で事業を営む中小企業の方々に事業資金を融資する制度を設けていますので、そのあらましを　　　　　　　　　　　　　ご紹介いたします。
 
愛 知県の 融資制 度 （平成３０年４月１日現在。利率等は年度途中でも改定することがあります。） 
 

制 度 名 
小規模企業等振興資金 

一般事業資金 
中小企業組織 
強 化 資 金 通常資金 小口資金 

【責任共有制度対象外】 

融資対象者 

従業員数が５０人（商業・サービ

ス業は３０人）以下の会社、個人、

企業組合、医療法人、ＮＰＯ法人 

従業員数が２０人（商業・サービ

ス業注は５人）以下の会社、個人、

企業組合、医療法人等 
（注：宿泊業及び娯楽業は２０人） 

中小企業者 

㈱商工組合中央金庫（以下、「商

工中金」）の融資対象資格がある

組合 

資金使途 

・融資限度額 

設備資金・運転資金 

5,000万円 

 
設備資金・運転資金 

2,000万円 
（申込額を含め保証協会保証付き融資
残高が2,000万円以内であること。）  

設備資金・運転資金 

２億円 

運転資金 

３億円 
(転貸の場合は1組合員3,000万円) 

融資期間・利率 
※融資期間1年を除

き、1年以内の据置

可能。 

３年 
５年 
７年 
10年 

年１．３％ 
年１．４％ 
年１．５％ 
年１．６％ 

 
 
 

(設備のみ) 

３年 年１．１％ 
５年 年１．２％ 
７年 年１．３％ 

１年 
３年 
５年 
７年 
10年 

年1.3％以内 
年１．４％ 
年１．５％ 
年１．６％ 
年１．７％ 

(運転のみ) 

 
 
 

(設備のみ) 

１年 商工中金所定 

担保・保証人 保証協会所定 保証協会所定 保証協会所定 商工中金所定 

信用保証 要 要 要 － 
 

制 度 名 

経済環境適応資金 

サポート資金 
パワーアップ資金 

 
※【金融機関提案型】 

については別紙一覧参照 
創業等支援資金 
【責任共有制度対象外】 

セーフティネット 経営あんしん 経済対策特別 
（平成 31年 3 月 31日まで） 

条件変更改善 設備投資促進枠 
（平成 31年 3月 31 日まで） 

クラウドファンディング活用促進枠  協調推進枠 

融資対象者 

全国的に業況が悪化

している業種を営み

売上げが減少してい

る企業など、中小企業

信用保険法第２条第

５項第１号から第８

号までの認定を受け

た特定中小企業者 

 

 
第１号、第２号、第３号、
第４号、第６号の認定を
受けた場合  
【責任共有制度対象外】 

  
(1) 最近３か月間の

月平均売上高が、前

年同期の月平均売

上高に比べて3％

以上減少している

中小企業者 

（平成 31 年 3 月 31 日まで）  
(2) 県認定倒産事業

者に対して売掛金

等の債権が50万円

以上ある中小企業

者又は県認定倒産

事業者との取引額

が全取引額の 20％

以上の中小企業者 

最近３か月間の月平

均売上高総利益額（粗

利益）が前年同期又は

２年前同期の月平均

売上高総利益額に比

べて3％以上減少し

ている中小企業者 

 

(注) 

売上高総利益額 

＝売上高 ― 売上原価 

返済条件の緩和を行

っている既存の信用

保証付き融資を借り

換え、金融機関及び認

定経営革新等支援機

関の支援を受けつつ、

自ら事業計画の策定

並びに計画の実行及

び進捗の報告を行う

中小企業者  
(国の全国統一制度である
「条件変更改善型借換保証」
の対象) 

 
(1)[経営力強化]金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画の策定並びに計画

の実行及び進捗の報告を行う中小企業者(国の全国統一制度である「経営力強化保証」の対象) 

(2)[経営革新計画]中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の承認を受けた中小企業者 

(3)[経営力向上]中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画の認定を受けた中小企業者 

(4)[新技術導入･研究開発、先端技術設備導入]新技術の導入や研究開発、先端技術設備の導入を行う中小企業者 

(5)[事業転換]事業転換を実施する中小企業者 
(6)[環境･省エネ]①環境負荷低減設備を導入し、省エネに取り組む中小企業者 

②現在地又は移転先(県内)で公害を防止するために必要な施設等の設置及び改善等を行う中小企業者 

(7)[防災]防災のための施設等の設置等を行う、又は事業継続計画(ＢＣＰ)を策定、実施する中小企業者 

(8)[商店街]活性化モデル商店街の指定を受けた中小企業者又は指定を受けた団体に所属する中小企業者 

(9)[観光]観光振興のためのイベントや設備投資を行う中小企業者 

(10)[改善計画]労働力確保法に基づく改善計画の認定を受けた中小企業者 

(11)[ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ、 ﾌｧﾐﾘｰ･ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ]ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの推進を図る、又は県ﾌｧﾐﾘｰ･ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ企業の登録を受けた中小企業者 

(12)[あいち女性輝きｶﾝﾊﾟﾆｰ]あいち女性輝きｶﾝﾊﾟﾆｰの認証を受けた中小企業者 
(13)[海外展開]海外販路の開拓や海外向け新製品の開発等、海外展開に係る事業に取組み、将来的に県内

事業所の事業規模や雇用の維持・拡大を目指す中小企業者(県内事業所の全てを廃止する場合を除く。) 

(14)[貿易振興] 製造業又は卸売業を営む中小企業者で輸出品の製造、加工、集荷又は輸入を行う者 

(15)[補助金つなぎ]国や自治体等から、県内の事業に係る補助金の交付決定を受けた中小企業者 
(16)[企業立地・地域未来投資]①工場適地等に立地しようとする製造業等を営む中小企業者 

②地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画の承認を受けた中小企業者  

機械・装置、工具・器

具・備品等の新設、増

強、改良又は補修等を

行う中小企業者 

クラウドファンディング 

との連携融資 

 ㈱日本政策金融公庫

との協調融資 
 

新たな取組に挑戦

し、そのために必要

な資金の一部をク

ラウドファンディ

ングにより調達す

る中小企業者 

 

次のいずれかに該当する創業者又は創業者で

ある中小企業者 

① 事業を営んでいない個人が、１か月(＊６

か月)以内に個人で又は２か月(＊６か月)

以内に会社を設立し、事業を開始すること 
 

② 中小企業者である会社が新たに会社を設

立すること 
 

③ 事業を営んでいない個人が個人又は会社

で事業を開始後５年を経過していないこと 
 

④ 会社が設立した中小企業者である会社で

あって、設立後５年を経過していないこと 
 
（＊認定特定創業支援事業の支援を受けた場合） 

認定等 
（相談先） 

要 

（各市町村商工担当課） 

要 

（取扱金融機関等） 

要 

（取扱金融機関） 

要 

（金融機関又は 

認定経営革新等支援機関） 

一部要 
（(1)金融機関又は認定経営革新等支援機関、(2)県産業労働部各課、(3)主務大臣、 

(6)②県環境政策課又は各県民事務所等環境保全課、(8)県商業流通課、(9)(一社)愛知県観光協会、 
(10)(11)県労働福祉課、(12)県男女共同参画推進課、(16)県産業立地通商課） 

－ － － 

資金使途 

・融資限度額 

設備資金・運転資金 
 

8,000万円 

運転資金 
 

8,000万円 

設備資金・運転資金 
 

１億円 

設備資金・運転資金 
 

２億8,000万円 

 
(1)[経営力強化] 
～(13)[海外展開] 

(14)[貿易振興] 
(15)[補助金つなぎ] 
(16)[企業立地・地域未来投資] 

 
設備資金・運転資金 １億5,000万円  
（(6)[環境･省エネ]②は、設備資金のみ） 

運転資金 1,500万円 
設備資金・運転資金 交付決定額以内（保証付限度額は２億8,000万円） 
設備資金・運転資金 ２億円 

設備資金 
 

１億5,000万円 

設備資金・運転資金 
 

１億5,000万円 

設備資金・運転資金 
 

3,500万円 
（融資対象者①の場合で、2,000万円を超過 

する金額については自己資金の範囲内） 

融資期間・利率 
※融資期間1年を除

き、原則として1年

以内の据置可能。 

３年 年1.2（1.1）％ 

５年 年1.3（1.2）％ 

７年 年1.4（1.3）％ 

10年 年 1.5（1.4）％ 
 
融資対象者のうち第１号、
第２号、第３号、第４号、
第６号の認定を受けた場
合は（）内の利率 

３年 年１．２％ 

５年 年１．３％ 

７年 年１．４％ 

３年 年１．２％ 

５年 年１．３％ 

７年 年１．４％ 
10年 年１．５％ 

10年 年１．５％ 

13年 年１．６％ 
15年 年１．７％ 

(1)[経営力強化] 

５年 年1.1％以内 

７年 年1.2％以内 
（設備のみ）  

(保証付きの既往借入金を借り換える場合) 

５年 年1.1％以内 

７年 年1.2％以内 

10年 年 1.3％以内 
 

(2)[経営革新計画]～(13)[海外展開] 
((6)[環境･省エネ]②は、別途利子補給あり)  
５年 年1.1％以内 
７年 年1.2％以内 
10年 年 1.3％以内（設備のみ）  
(14)[貿易振興] 
１年 年0.9％以内（運転のみ）  
(15)[補助金つなぎ] 
２年 年0.8％以内 

(16)[企業立地・地域未来投資] 

３年 年1.0％以内 

５年 年1.1％以内 

７年 年1.2％以内 

10年 年 1.3％以内 
（設備のみ） 

15年 年 1.5％以内 
（設備のみ） 
 

５年 年1.0％以内 

７年 年1.1％以内 

10年 年 1.2％以内 

５年 年1.1％以内 

７年 年1.2％以内 

10年 年1.3％以内 
（設備のみ） 

３年 年０．８％ 

５年 年０．９％ 

７年 年１．０％ 

10年 年１．１％ 

 

 

 

（設備のみ） 

据置期間:借換資金以外
の事業資金を含む場合
は2年以内 

据置期間:設備資金の3年は1年以内、5年、7年は
2年以内、10年は3年以内、運転資金は1年以内 

 

担保・保証人 保証協会所定（ただし、[経営力強化]以外のパワーアップ資金及び再生・事業承継支援資金【事業承継】
は保証協会所定又は金融機関所定。） 

信用保証 要（ただし、[経営力強化]以外のパワーアップ資金及び再生・事業承継支援資
金【事業承継】は選択。） 

※無担保信用保証枠の拡大措置 
 サポート資金【経済対策特別】及び再生・事業承継支援資金【再生】（融資対象者(1)のみ）において拡大措置あり。 

☆ このほか、災害時においては、小規模企業等振興資金 災害復旧資金や経済環境適応資金 サポート資金【大規模危機対応】など、災害により損失を受けた中小企業者向けの融資も実施します。＜中小企業金融課のＷｅｂページhttp://www.pref.aichi.jp/soshiki/kinyu/yushi.html もご覧ください。＞ 

 

制 度 名 

経済環境適応資金 
再生・事業承継支援資金 

再生 事業承継 

融資対象者 

 
(1) 愛知県中小企業再生支援協議会(以下、「再

生支援協議会」)の支援を受けて再生計画を
策定した中小企業者 

(2) 再生支援協議会の支援を受けて、産業競争
力強化法に基づく中小企業承継事業再生計
画の認定を受けた中小企業者 

(3) 再生支援協議会等の指導又は助言を受けて
作成された事業再生計画に従って事業再生
を行い、金融機関に対して計画の実行及び進
捗の報告を行う中小企業者(国の全国統一制

度である「事業再生計画実施関連保証」の対象)  

 
(1) 事業承継前に、事業承継計画を策定し、計画の実行に

取り組む中小企業者 
(2) 事業承継後に、事業承継を契機とした経営状況等の変

化に対応するため、事業計画を策定し、計画の実行に取
り組む中小企業者 

(3) 中小企業経営承継円滑化法に基づく認定を受けた中小
企業者又はその代表者 

(4) あいち事業承継ネットワークの支援機関等の支援を受
けて、事業承継計画若しくは事業計画を策定し、計画の
実行に取り組む中小企業者又は中小企業経営承継円滑化
法に基づく認定を受けた中小企業者若しくはその代表者 

認定等 要（(1)(2)再生支援協議会、(3)再生支援協議会等） 一部要（(3)(4)県中小企業金融課） 

資金使途 

・融資限度額 
設備資金・運転資金 

１億円 
設備資金・運転資金 
２億8,000万円 

融資期間・利率 
※1年以内の

据置可能。 

７年 年１．６％ (運転のみ) 

10年 年１．７％ (設備のみ) 

 
３年 年1.2（1.0）％以内 
５年 年1.3（1.1）％以内 
７年 年1.4（1.2）％以内 
10年 年 1.5（1.3）％以内 

 
 
 
 
(設備のみ) 

( 融資対象者(4)の場合は（）内の利率 ) 
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愛 知県の 融資制 度 （平成３０年４月１日現在。利率等は年度途中でも改定することがあります。） 
 

制 度 名 
小規模企業等振興資金 

一般事業資金 
中小企業組織 
強 化 資 金 通常資金 小口資金 

【責任共有制度対象外】 

融資対象者 

従業員数が５０人（商業・サービ

ス業は３０人）以下の会社、個人、

企業組合、医療法人、ＮＰＯ法人 

従業員数が２０人（商業・サービ

ス業注は５人）以下の会社、個人、

企業組合、医療法人等 
（注：宿泊業及び娯楽業は２０人） 

中小企業者 

㈱商工組合中央金庫（以下、「商

工中金」）の融資対象資格がある

組合 

資金使途 

・融資限度額 

設備資金・運転資金 

5,000万円 

 
設備資金・運転資金 

2,000万円 
（申込額を含め保証協会保証付き融資
残高が2,000万円以内であること。）  

設備資金・運転資金 

２億円 

運転資金 

３億円 
(転貸の場合は1組合員3,000万円) 

融資期間・利率 
※融資期間1年を除

き、1年以内の据置

可能。 

３年 
５年 
７年 
10年 

年１．３％ 
年１．４％ 
年１．５％ 
年１．６％ 

 
 
 

(設備のみ) 

３年 年１．１％ 
５年 年１．２％ 
７年 年１．３％ 

１年 
３年 
５年 
７年 
10年 

年1.3％以内 
年１．４％ 
年１．５％ 
年１．６％ 
年１．７％ 

(運転のみ) 

 
 
 

(設備のみ) 

１年 商工中金所定 

担保・保証人 保証協会所定 保証協会所定 保証協会所定 商工中金所定 

信用保証 要 要 要 － 
 

制 度 名 

経済環境適応資金 

サポート資金 
パワーアップ資金 

 
※【金融機関提案型】 

については別紙一覧参照 
創業等支援資金 
【責任共有制度対象外】 

セーフティネット 経営あんしん 経済対策特別 
（平成 31年 3 月 31日まで） 

条件変更改善 設備投資促進枠 
（平成 31年 3月 31 日まで） 

クラウドファンディング活用促進枠  協調推進枠 

融資対象者 

全国的に業況が悪化

している業種を営み

売上げが減少してい

る企業など、中小企業

信用保険法第２条第

５項第１号から第８

号までの認定を受け

た特定中小企業者 

 

 
第１号、第２号、第３号、
第４号、第６号の認定を
受けた場合  
【責任共有制度対象外】 

  
(1) 最近３か月間の

月平均売上高が、前

年同期の月平均売

上高に比べて3％

以上減少している

中小企業者 

（平成 31 年 3 月 31 日まで）  
(2) 県認定倒産事業

者に対して売掛金

等の債権が50万円

以上ある中小企業

者又は県認定倒産

事業者との取引額

が全取引額の 20％

以上の中小企業者 

最近３か月間の月平

均売上高総利益額（粗

利益）が前年同期又は

２年前同期の月平均

売上高総利益額に比

べて3％以上減少し

ている中小企業者 

 

(注) 

売上高総利益額 

＝売上高 ― 売上原価 

返済条件の緩和を行

っている既存の信用

保証付き融資を借り

換え、金融機関及び認

定経営革新等支援機

関の支援を受けつつ、

自ら事業計画の策定

並びに計画の実行及

び進捗の報告を行う

中小企業者  
(国の全国統一制度である
「条件変更改善型借換保証」
の対象) 

 
(1)[経営力強化]金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画の策定並びに計画

の実行及び進捗の報告を行う中小企業者(国の全国統一制度である「経営力強化保証」の対象) 

(2)[経営革新計画]中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の承認を受けた中小企業者 

(3)[経営力向上]中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画の認定を受けた中小企業者 

(4)[新技術導入･研究開発、先端技術設備導入]新技術の導入や研究開発、先端技術設備の導入を行う中小企業者 

(5)[事業転換]事業転換を実施する中小企業者 
(6)[環境･省エネ]①環境負荷低減設備を導入し、省エネに取り組む中小企業者 

②現在地又は移転先(県内)で公害を防止するために必要な施設等の設置及び改善等を行う中小企業者 

(7)[防災]防災のための施設等の設置等を行う、又は事業継続計画(ＢＣＰ)を策定、実施する中小企業者 

(8)[商店街]活性化モデル商店街の指定を受けた中小企業者又は指定を受けた団体に所属する中小企業者 

(9)[観光]観光振興のためのイベントや設備投資を行う中小企業者 

(10)[改善計画]労働力確保法に基づく改善計画の認定を受けた中小企業者 

(11)[ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ、 ﾌｧﾐﾘｰ･ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ]ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの推進を図る、又は県ﾌｧﾐﾘｰ･ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ企業の登録を受けた中小企業者 

(12)[あいち女性輝きｶﾝﾊﾟﾆｰ]あいち女性輝きｶﾝﾊﾟﾆｰの認証を受けた中小企業者 
(13)[海外展開]海外販路の開拓や海外向け新製品の開発等、海外展開に係る事業に取組み、将来的に県内

事業所の事業規模や雇用の維持・拡大を目指す中小企業者(県内事業所の全てを廃止する場合を除く。) 

(14)[貿易振興] 製造業又は卸売業を営む中小企業者で輸出品の製造、加工、集荷又は輸入を行う者 

(15)[補助金つなぎ]国や自治体等から、県内の事業に係る補助金の交付決定を受けた中小企業者 
(16)[企業立地・地域未来投資]①工場適地等に立地しようとする製造業等を営む中小企業者 

②地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画の承認を受けた中小企業者  

機械・装置、工具・器

具・備品等の新設、増

強、改良又は補修等を

行う中小企業者 

クラウドファンディング 

との連携融資 

 ㈱日本政策金融公庫

との協調融資 
 

新たな取組に挑戦

し、そのために必要

な資金の一部をク

ラウドファンディ

ングにより調達す

る中小企業者 

 

次のいずれかに該当する創業者又は創業者で

ある中小企業者 

① 事業を営んでいない個人が、１か月(＊６

か月)以内に個人で又は２か月(＊６か月)

以内に会社を設立し、事業を開始すること 
 

② 中小企業者である会社が新たに会社を設

立すること 
 

③ 事業を営んでいない個人が個人又は会社

で事業を開始後５年を経過していないこと 
 

④ 会社が設立した中小企業者である会社で

あって、設立後５年を経過していないこと 
 
（＊認定特定創業支援事業の支援を受けた場合） 

認定等 
（相談先） 

要 

（各市町村商工担当課） 

要 

（取扱金融機関等） 

要 

（取扱金融機関） 

要 

（金融機関又は 

認定経営革新等支援機関） 

一部要 
（(1)金融機関又は認定経営革新等支援機関、(2)県産業労働部各課、(3)主務大臣、 

(6)②県環境政策課又は各県民事務所等環境保全課、(8)県商業流通課、(9)(一社)愛知県観光協会、 
(10)(11)県労働福祉課、(12)県男女共同参画推進課、(16)県産業立地通商課） 

－ － － 

資金使途 

・融資限度額 

設備資金・運転資金 
 

8,000万円 

運転資金 
 

8,000万円 

設備資金・運転資金 
 

１億円 

設備資金・運転資金 
 

２億8,000万円 

 
(1)[経営力強化] 
～(13)[海外展開] 

(14)[貿易振興] 
(15)[補助金つなぎ] 
(16)[企業立地・地域未来投資] 

 
設備資金・運転資金 １億5,000万円  
（(6)[環境･省エネ]②は、設備資金のみ） 

運転資金 1,500万円 
設備資金・運転資金 交付決定額以内（保証付限度額は２億8,000万円） 
設備資金・運転資金 ２億円 

設備資金 
 

１億5,000万円 

設備資金・運転資金 
 

１億5,000万円 

設備資金・運転資金 
 

3,500万円 
（融資対象者①の場合で、2,000万円を超過 

する金額については自己資金の範囲内） 

融資期間・利率 
※融資期間1年を除

き、原則として1年

以内の据置可能。 

３年 年1.2（1.1）％ 

５年 年1.3（1.2）％ 

７年 年1.4（1.3）％ 

10年 年 1.5（1.4）％ 
 
融資対象者のうち第１号、
第２号、第３号、第４号、
第６号の認定を受けた場
合は（）内の利率 

３年 年１．２％ 

５年 年１．３％ 

７年 年１．４％ 

３年 年１．２％ 

５年 年１．３％ 

７年 年１．４％ 
10年 年１．５％ 

10年 年１．５％ 

13年 年１．６％ 
15年 年１．７％ 

(1)[経営力強化] 

５年 年1.1％以内 

７年 年1.2％以内 
（設備のみ）  

(保証付きの既往借入金を借り換える場合) 

５年 年1.1％以内 

７年 年1.2％以内 

10年 年 1.3％以内 
 

(2)[経営革新計画]～(13)[海外展開] 
((6)[環境･省エネ]②は、別途利子補給あり)  
５年 年1.1％以内 
７年 年1.2％以内 
10年 年 1.3％以内（設備のみ）  
(14)[貿易振興] 
１年 年0.9％以内（運転のみ）  
(15)[補助金つなぎ] 
２年 年0.8％以内 

(16)[企業立地・地域未来投資] 

３年 年1.0％以内 

５年 年1.1％以内 

７年 年1.2％以内 

10年 年 1.3％以内 
（設備のみ） 

15年 年 1.5％以内 
（設備のみ） 
 

５年 年1.0％以内 

７年 年1.1％以内 

10年 年 1.2％以内 

５年 年1.1％以内 

７年 年1.2％以内 

10年 年1.3％以内 
（設備のみ） 

３年 年０．８％ 

５年 年０．９％ 

７年 年１．０％ 

10年 年１．１％ 

 

 

 

（設備のみ） 

据置期間:借換資金以外
の事業資金を含む場合
は2年以内 

据置期間:設備資金の3年は1年以内、5年、7年は
2年以内、10年は3年以内、運転資金は1年以内 

 

担保・保証人 保証協会所定（ただし、[経営力強化]以外のパワーアップ資金及び再生・事業承継支援資金【事業承継】
は保証協会所定又は金融機関所定。） 

信用保証 要（ただし、[経営力強化]以外のパワーアップ資金及び再生・事業承継支援資
金【事業承継】は選択。） 

※無担保信用保証枠の拡大措置 
 サポート資金【経済対策特別】及び再生・事業承継支援資金【再生】（融資対象者(1)のみ）において拡大措置あり。 

☆ このほか、災害時においては、小規模企業等振興資金 災害復旧資金や経済環境適応資金 サポート資金【大規模危機対応】など、災害により損失を受けた中小企業者向けの融資も実施します。＜中小企業金融課のＷｅｂページhttp://www.pref.aichi.jp/soshiki/kinyu/yushi.html もご覧ください。＞ 

 

制 度 名 

経済環境適応資金 
再生・事業承継支援資金 

再生 事業承継 

融資対象者 

 
(1) 愛知県中小企業再生支援協議会(以下、「再

生支援協議会」)の支援を受けて再生計画を
策定した中小企業者 

(2) 再生支援協議会の支援を受けて、産業競争
力強化法に基づく中小企業承継事業再生計
画の認定を受けた中小企業者 

(3) 再生支援協議会等の指導又は助言を受けて
作成された事業再生計画に従って事業再生
を行い、金融機関に対して計画の実行及び進
捗の報告を行う中小企業者(国の全国統一制

度である「事業再生計画実施関連保証」の対象)  

 
(1) 事業承継前に、事業承継計画を策定し、計画の実行に

取り組む中小企業者 
(2) 事業承継後に、事業承継を契機とした経営状況等の変

化に対応するため、事業計画を策定し、計画の実行に取
り組む中小企業者 

(3) 中小企業経営承継円滑化法に基づく認定を受けた中小
企業者又はその代表者 

(4) あいち事業承継ネットワークの支援機関等の支援を受
けて、事業承継計画若しくは事業計画を策定し、計画の
実行に取り組む中小企業者又は中小企業経営承継円滑化
法に基づく認定を受けた中小企業者若しくはその代表者 

認定等 要（(1)(2)再生支援協議会、(3)再生支援協議会等） 一部要（(3)(4)県中小企業金融課） 

資金使途 

・融資限度額 
設備資金・運転資金 

１億円 
設備資金・運転資金 
２億8,000万円 

融資期間・利率 
※1年以内の

据置可能。 

７年 年１．６％ (運転のみ) 

10年 年１．７％ (設備のみ) 

 
３年 年1.2（1.0）％以内 
５年 年1.3（1.1）％以内 
７年 年1.4（1.2）％以内 
10年 年 1.5（1.3）％以内 

 
 
 
 
(設備のみ) 

( 融資対象者(4)の場合は（）内の利率 ) 

 

愛知県では、県内で事業を営む中小企業の方々に事業資金を融資する制度を設けていますので、そのあらましを　　　　　　　　　　　　　ご紹介いたします。
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中小企業・組合フォーカス

忘れていませんか？　総会後の諸届

　通常総会終了後、それぞれの組合の所管行政庁へ下記の書類の提出が義務付けられています。中央会を経由

して所管行政庁へ提出いたしますので、正１部・副１部（組合の控えが必要な場合は３部）を中央会へ郵送ま

たはご持参ください。ご不明な点がございましたら、担当指導員までお問合せください。

この写しは、原本と相違ないことを証する。

平成 30 年○月○日

名古屋市中村区名駅四丁目４番 38 号

●●●●●●●●●協同組合

代表理事　○○○○　　㊞

【１】決算関係書類提出書（通常総会終了の日から２週間以内に提出）

　　●　添付書類　　①事業報告書　②財産目録　③貸借対照表　④損益計算書

　　　　　　　　　　⑤剰余金処分案又は損失処理案　⑥監査報告書

　　　　　　　　　　⑦決算を承認した通常総会議事録

　　※議事録について

　　　１．複数ページに渡る場合はページとページの間に割印を押印してください。

　　　２．コピーを添付される場合は必ず「原本証明」を行ってください。（下記参照）

【２】役員変更届（変更のあった日から２週間以内に提出）

　　●　添付書類　　�①変更した事項を記載した書面　②役員の変更の年月日及び理由を記載した書面　③役

員の選挙を行った総会議事録（決算関係書類と同時に提出する場合は添付を省略するこ

とができる。）④理事会議事録　⑤代表理事変更登記後の謄本又は抄本の写し

　　※議事録についての注意事項は、上記をご覧ください。

≪代表理事の変更登記について≫

　任期満了又は辞任等で代表理事（理事長）に変更があった場合は、就任後、主たる事務所の所在地において

は２週間以内に、所轄の法務局へ変更登記申請をしなければなりません。

　代表理事が再選された場合であっても変更登記が必要な点にご注意ください。

【原本証明記載例：用紙の余白に記載します】

正式名称を記入します

法務局届出印を押印します

書類作成日を記入します

登記上住所を記入します
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激
化
し
つ
つ
あ
る
米
中
貿
易
摩
擦

　
朝
鮮
半
島
で
は
、
南
北
首
脳
会
談
後
に
融
和
ム
ー
ド
が
醸

成
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
陰
で
、
米
中
に
よ
る
貿
易
摩
擦
が

激
化
し
て
い
る
。
き
っ
か
け
と
な
っ
た
の
は
、
ト
ラ
ン
プ
政

権
が
中
国
な
ど
か
ら
の
鉄
鋼
や
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
の
輸
入
制
限

に
踏
み
切
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
そ
れ
に
対
し
て
、
今
度
は
中

国
が
対
抗
し
て
、
米
国
産
の
豚
肉
や
果
物
、
ワ
イ
ン
な
ど
に

高
い
関
税
を
課
す
報
復
措
置
で
応
酬
し
た
。
米
中
間
で
貿
易

戦
争
の
様
相
を
呈
し
て
き
た
と
の
見
方
も
あ
る
が
、
米
国
が

こ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で
中
国
に
対
し
て
関
税
を
引
き
上
げ
た
最

大
の
理
由
は
、
11
月
に
控
え
る
中
間
選
挙
の
存
在
で
あ
る
。

秋
の
中
間
選
挙
に
向
け
て
、
米
企
業
は
足
元
の
４
〜
６
月
期

か
ら
の
２
四
半
期
の
業
績
が
特
に
重
要
に
な
っ
て
く
る
。

　
そ
も
そ
も
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
が
誕
生
し
た
背
景
に
は
、

ラ
ス
ト
ベ
ル
ト
と
呼
ば
れ
る
米
国
の
中
西
部
や
中
部
の
か
つ

て
重
工
業
や
製
造
業
が
盛
ん
だ
っ
た
地
域
に
お
け
る
白
人
労

働
者
層
の
支
持
の
広
が
り
が
あ
っ
た
。
そ
う
し
た
支
持
層
に

報
い
る
た
め
、
中
間
選
挙
ま
で
に
は
、
是
が
非
で
も
米
国
内

の
製
造
業
や
重
工
業
に
対
し
て
恩
恵
が
波
及
す
る
政
策
を
打

ち
出
す
必
要
に
迫
ら
れ
て
い
る
。
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
に
よ
る

と
、
膨
大
な
対
中
・
対
日
貿
易
赤
字
は
、
中
国
や
日
本
が
米

国
製
品
と
対
等
な
条
件
で
競
争
し
て
い
な
い
と
い
う
主
張
で

あ
る
。
実
際
に
は
、
米
国
の
消
費
者
が
安
い
中
国
製
品
や
品

質
の
い
い
日
本
製
品
を
買
い
求
め
て
い
る
だ
け
で
あ
る
が
、

今
秋
に
重
要
選
挙
を
控
え
た
ト
ラ
ン
プ
政
権
に
と
っ
て
は
、

不
公
正
貿
易
と
み
な
し
、
輸
入
品
に
対
し
一
方
的
に
関
税
を

か
け
る
こ
と
で
、
強
い
米
国
を
標
榜
す
る
と
と
も
に
、
米
国

内
の
雇
用
や
賃
金
の
改
善
に
つ
な
げ
る
狙
い
が
あ
る
。

米
中
貿
易
摩
擦
の
行
方

　
こ
う
し
た
米
中
間
の
貿
易
摩
擦
は
激
し
さ
を
増
し
、
本
格

的
な
貿
易
戦
争
へ
と
移
行
し
て
い
く
の
だ
ろ
う
か
。
答
え
は

Ｎ
Ｏ
で
あ
る
。
確
か
に
、
今
回
の
米
国
の
関
税
引
き
上
げ
に

対
し
、
中
国
も
対
抗
措
置
を
打
ち
出
し
た
。
し
か
し
、
米
国

ほ
ど
の
強
硬
措
置
で
は
な
か
っ
た
。
な
ぜ
な
ら
、
中
国
も
日

本
も
、
あ
く
ま
で
米
国
市
場
で
儲
け
さ
せ
て
も
ら
っ
て
い
る

と
い
う
共
通
認
識
が
根
底
に
あ
り
、
そ
の
お
得
意
様
の
米
国

市
場
の
ト
ラ
ン
プ
政
権
が
、
今
秋
に
中
間
選
挙
を
控
え
て
い

る
こ
と
も
重
々
承
知
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

　
ま
た
、
中
国
共
産
党
は
昨
年
10
月
に
党
大
会
を
終
え
て
お

り
、
日
本
で
も
ほ
ぼ
同
時
期
に
衆
議
院
の
解
散
総
選
挙
を
終

え
て
い
る
こ
と
も
、
米
国
シ
フ
ト
を
後
押
し
す
る
。
す
な
わ

ち
、
習
近
平
体
制
は
さ
ら
に
盤
石
と
な
っ
て
お
り
、
日
本
で

も
、
衆
議
院
の
任
期
は
東
京
五
輪
翌
年
の
２
０
２
１
年
秋
ま

で
延
長
さ
れ
た
。
日
中
両
国
と
も
に
、
米
国
と

本
気
で
喧
嘩
を
す
る
つ
も
り
は
毛
頭
な
く
、
米

国
側
に
譲
歩
す
る
覚
悟
は
持
っ
て
い
る
と
思
わ

れ
る
。
従
っ
て
、
日
米
中
と
も
に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
（
世

界
貿
易
機
関
）
を
巻
き
込
ん
だ
貿
易
戦
争
に
入

る
つ
も
り
は
な
く
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
ル
ー
ル
外
で
の

場
外
乱
闘
を
演
出
す
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

貿
易
摩
擦
の
中
部
経
済
へ
の
影
響

　
米
中
が
貿
易
戦
争
に
ま
で
至
ら
な
い
と
言
っ

て
も
、
日
本
経
済
も
中
部
経
済
も
無
傷
で
は
済

ま
さ
れ
な
い
だ
ろ
う
。
米
中
貿
易
摩
擦
と
バ
ラ

ン
ス
を
取
る
形
で
、
中
部
の
輸
出
企
業
が
割
を

食
う
局
面
が
想
定
さ
れ
る
。
今
回
の
関
税
引
き

上
げ
の
影
響
以
上
に
懸
念
さ
れ
る
の
が
、
円

ベ
ー
ス
で
の
業
績
に
影
響
が
出
る
為
替
相
場
の

動
向
で
あ
る
。
夏
場
か
ら
秋
に
か
け
、
米
国
企

業
の
業
績
改
善
へ
の
追
い
風
と
な
る
円
高
ド
ル

安
に
シ
フ
ト
す
る
可
能
性
が
高
ま
っ
て
い
る
と

み
て
い
る
。
ド
ル
安
局
面
で
米
国
企
業
の
業
績

が
改
善
す
れ
ば
、
米
株
式
市
場
の
下
支
え
と
な

り
、
雇
用
や
賃
金
に
も
好
影
響
を
も
た
ら
し
、

い
い
状
態
で
選
挙
戦
を
迎
え
る
こ
と
が
出
来

る
。

　
米
中
２
大
大
国
に
よ
る
貿
易
摩
擦
は
、
グ

ロ
ー
バ
ル
化
が
進
む
世
界
経
済
に
と
っ
て
、
何

の
利
益
に
も
な
ら
な
い
。
一
方
で
、
中
間
選
挙

を
控
え
た
米
国
に
は
莫
大
な
対
中
・
対
日
赤
字

を
放
置
す
る
余
裕
は
な
い
。
貿
易
戦
争
ま
で
行

か
な
い
ま
で
も
、
今
年
一
杯
は
国
際
収
支
を
巡

る
応
酬
が
続
く
公
算
が
高
く
、
そ
の
間
、
輸
出

企
業
は
、
円
高
ド
ル
安
が
進
む
リ
ス
ク
に
備
え

る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。

米
中
貿
易
摩
擦
と
中
部
経
済
へ
の
影
響

中
京
大
学 

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田 

俊
宏

Profile
1968年青森県生まれ。91年一橋大学経済学部卒業。02年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91年野村證券。93年東海総合研究所（現
三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング）。15 年４月中京大学経済学部客員教授。現在、テレビやラジオのニュース番組などのコメンテーターを務
めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋港管理組合、青森県などの委員も務める。専門はマクロ経済、地域経済。

内田俊宏の経済トレンド
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景況の推移（前年同月比）

景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

【製造業】
紙・紙加工品：3月前半の荷動きは低調に推移したが、後半にか
けては年度末もあり好調な動きをみせた。青果物関連は 5月の
価格改定を控え仮需が発生している。またトラック輸送につい
て、人手不足を背景に取引条件が厳しくなってきている。
化学・ゴム：新規物件が少なく、市場全体が縮小している。納
入価格は低位安定となっており、収益悪化が懸念される。
鉄鋼・金属：各企業とも受注は概ね良好と思われる。人手不足
が深刻とまではいかないが、なかなか改善されない。埋立地に
立地しているため東海地震の対策を各種検討実施しているが、
未だ充分な対策を取れていない。
【非製造業】

卸売業：毎年文具業界は新入学、卒業シーズンのこの時期一番
多忙であるが、少子化の影響からか以前のような忙しさがなく
なり、平準化されてきた。
サービス業（温泉旅館）：外国人観光客の増加はみられるが、国
内旅行はいまだ横這いまたは減少傾向にある。
建設業：設備工事は受注好調で推移しているが、資機材の値上
がりと人手不足の影響で人件費が高くなっている。忙しい割に
は利益が伸びない。

【製造業】
紙加工（静岡県）：ティッシュやトイレ紙などは、5月からの値
上げをする大手メーカーもある様子。中小の各組合員もエネル
ギーコストや古紙の値上げを製品価格に転嫁していかなければ
ならない状況。
化学・ゴム（兵庫県）：材料費と送料の値上げが尋常ではない。
遠方の送料が何割かのアップではなく、2〜 3倍になっている。
鉄鋼・金属（千葉県）：景況感は横這いで推移。人手不足感は一
層増しており生産活動に少なからず影響が出ている。原材料高
による収益圧迫も続いており先行きの不透明感は強い。
【非製造業】

卸売業（石川県）：年度末の官公庁の納入・検収が多く、売上高・
収益とも昨年より微増。民間の備品の買い替えも見られた。
サービス業（観光）（鳥取県）：3月は平年より暖かく、積雪がな
くなりスキーシーズンが短かったため、観光地大山の売上高は
前月比、前年同月比ともに減少。
建設業（神奈川県）：仕事はあるが、現場工程の遅れ、人手不足
などで新たな仕事が取れない。資材の値上げ、運送費などの値
上げで利益が出てこない。

（出典：全国中小企業団体中央会HPより）

○●○● 業界レポート ●○●○

○●○● 業界レポート（全国） ●○●○

景況天気図

売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

好　転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10≦DI＜＋10

やや悪化
−30≦DI＜−10

悪　化
DI≦−30

　この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業界の
景況報告を集計したものです。情報連絡員は全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われています。

【2018 年 3 月分】
景況天気図（対前年同月比）

凡例



　中央会あいち　2018年 5月7

インフォメーション

おしらせ

「製造業」の皆様へ
　「平成 30 年工業統計調査」を平成 30 年 6 月 1 日現在で実施します。
　�　この調査は、我が国の ｢製造業の実態｣ を明らかにすることを目的に、年に一度全国規模で経済産業
省が実施する重要な調査です。

｢ものづくり｣ の 愛知県 は ｢製造品出荷額等｣ が 40 年連続全国第１位 です。
【44 兆 6,416 億円（全国シェア 14.9%）：平成 29 年工業統計調査（速報）従業者 4人以上の事業所】

「H30年工業統計調査」に御回答をお願いします。

調査の実施に当たり、本年５月頃、統計調査員が各事業所まで調査票をお届けします。
　（一部事業所では、経済産業省から直接郵送で届きます。）

☜ 調査票への御回答をよろしくお願いします。
｢工業統計調査｣ の実施に関する情報は、
｢Web 統計あいち｣（http://www.pref.aichi.jp/toukei/）で検索してください。
○問合せ先：愛知県県民文化部統計課　工業統計グループ　　TEL 052-954-6106　FAX 052-961-2194

対象となる事業
　○集客力向上事業　○販売促進事業　○体質強化事業　○連携創出事業
　●�補助事業の実施に併せて社会的課題（※）に対応した取組を行う団体は、２事業まで補助金の申請が
可能です。（※）子育て支援 ･高齢者支援､ 防災 ･安心安全､ 地域資源活用 ･農商工連携､ 創業 ･人材育成､ 環境対策

補助率 · 補助限度額
　○補助率 20％以内（申請額が予算額を上回った場合には、20％を下回ることがあります。）
　○補助限度額（税抜）：上限額 450 万円（税抜）　下限額 100 万円（税抜）
　●会員数 30 以下の団体は、補助対象経費の下限を 20 万円に引き下げます。

申請締切：平成 30 年６月 30 日（当日消印有効）
詳細は、愛知県産業労働部商業流通課のWebページをご覧ください。
（URL）http://www.pref.aichi.jp/soshiki/shogyo/0000070144.html
愛知県産業労働部商業流通課　商業振興グループ　　TEL052-954-6337

平成 30 年度  愛知県  商業振興事業費補助金（地域商業活動活性化事業）募集！
★商業の活性化をお考えの団体のみなさま

専門の「労働時間相談・支援班」が以下のようなご相談について、お悩みに沿った解決策をご提案します。

　● 時間外・休日労働協定（36 協定）を含む労働時間制度全般
　● 変形労働時間制などの労働時間に関する制度の導入
　● 長時間労働の削減に向けた取組み
　● 時間外労働の上限設定などに取り組む際に利用可能な助成金

労働基準監督署に　労働時間相談 · 支援コーナー　を設置します。

◇窓口相談、電話相談どちらでも受け付けていますので、お気軽にご相談ください。

　※労働基準監督署の所在地・電話番号は、愛知労働局HPに掲載しています。

受付時間　８時 30 分〜 17 時 15 分（土 · 日 · 祝祭日を除く）

労働基準監督署　一覧 検索



中央会あいち　2018年 5月　 8

インフォメーション

日 時　間 イ ベ ン ト 名 場　　所
5月 29日（火） 17：00 青年中央会　第41回通常総会及び青年部交流会 アパホテル名古屋錦エクセレント
6月 5 日（火） 15：00 愛知県中央会　第 63 回通常総会 キャッスルプラザ
6月 6 日（水） 10：00 労働委員会 ウインクあいち
6月 7 日（木） 10：00 税制委員会 ウインクあいち
6月 8 日（金） 10：00 商業委員会 ウインクあいち
6月 11日（月） 10：00 金融委員会 ウインクあいち
6月 12日（火） 10：00 工業委員会 ウインクあいち
6月 13日（水） 10：00 総合委員会 ウインクあいち
6月 20日（水） 14：30 あいち女性中央会 通常総会及び女性部研修会 キャッスルプラザ

　５月 11 日（金）に第 63 回通常総会の開催案内（平成 30 年６月５日（火）15：00 〜、キャッスル
プラザ４階「鳳凰の間」）を発送いたしましたので、ご出席賜りますようお願い申し上げます。

中
央
会

イベントカレンダー

イベントレポート

　一般社団法人中部包装食品機械工業会が主催する 包装・食品、物流機械等の総合展
示会「2018 中部パック」が４月 18 日（水）から 21 日（土）の４日間、ポートメッ
セなごや（名古屋市港区）において開催されました。
　中部地区最大の産業イベントとして注目を集める「中部パック」は、業界の発展とユー
ザーとの共存共栄の道を拓くことを目的に昭和 54 年から開催されています。
　本年は、「包みたいものがきっとある」をテーマに 241 社が出展。出展各社は、最
新の機械を持ち込んで自動化や効率化等をPRし、多くの来場者を惹きつけていました。

2018 中部パック　開催
一般社団法人中部包装食品機械工業会

　石の掘り出し市「団吉くんまつり」が４月 21 日（土）と 22 日（日）の２日間、日
本を代表する石材産地の愛知県岡崎市において開催されました。当日は、組合員の石
材店にて、庭づくりの石彫品、お墓、ガーデニング用石製品、インテリア石彫品など
石工職人が作られた石製品がお値打ち価格で多数出品されていました。石を使ったイ
ベントも盛りだくさんあり、巨石割り体験、水切り石で遊ぶコーナー、工場団地工場
見学ツアー、ステージイベントなどさまざまな催しが行われ、晴天にも恵まれ、多く
の来場者で賑わいました。

第 21 回岡崎石工団地　団吉くんまつり　開催
岡崎石工団地協同組合

　４月 26 日（木）、宮本悦子愛知県副知事が来会され、更なる女性の活躍に向
けた取り組みを働きかける要請文「知事メッセージ」を受け取りました。本要
請を受けて長谷川正己会長より、「日本一元気な愛知」、「すべての人が輝く愛知」
の実現に向けて、会員組合を通じて多くの中小企業に周知させていただくとお伝
えしました。中小企業におかれましては、女性の採用・就業継続・職域拡大・登
用などの取組みを積極的に進めていただいているところでありますが、本県がこ
れからも持続的に発展するためには、更なる女性の活躍が必要です。
　会員の皆様におかれましては、女性の活躍促進にご理解をいただき、組合員企業の皆様への周知にご協
力くださいますようお願い申し上げます。
● 愛知県 HP「知事メッセージ」
　 http: //www.pref.aichi.jp/soshiki/danjo/joseikatsuyakuchijimessage.html

更なる女性の活躍に向けた取組み要請について



「中央会あいち」に貴組合をＰＲしてみませんか？

≪お問合せ・お申込みは≫
　愛知県中小企業団体中央会　労働企画部　TEL（052）485-6811　FAX（052）485-9199

広告募集 発行部数：1,300部
会員組合・行政機関等に配布

掲　載　価　格
備　　　考

掲載サイズ
掲  載  箇  所

複数月のお申し込みについては別途、ご相談下さい。
１０，０００円（税込み）（１回掲載あたり）

Ａ４版  1／4
裏表紙の裏（モノクロ）

愛 知 県 パ ン 協 同 組 合
理　事　長　長谷川　正　己
副理事長　光　田　　　充
副理事長　中　島　政　志

〒460－0002 名古屋市中区丸の内三丁目20番 29号
 ＴＥＬ　〈052〉962－6371
 ＦＡＸ　〈052〉962－6377
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〒450-0002 名古屋市中村区名駅4-4-38 愛知県産業労働センター(ウインクあいち)16階 
                   TEL(052)587-2223(代)

〒444-0860 岡崎市明大寺本町1-34 岡崎センタービル8階
                  TEL(0564)22-0191(代)
資料請求はこちら▶http://www.ack-kyosai.or.jp 愛知県中小企業共済

本 部

三 河 支 局

がんばる の
ベストパートナー
がんばる の
ベストパートナー

傷害共済傷害共済
ケガの補償は安心補償ケガの補償は安心補償

生命傷害共済生命傷害共済
ケガも病気もサポートケガも病気もサポート

従業員医療共済従業員医療共済
従業員のケガや病気に従業員のケガや病気に

従業員弔慰金共済従業員弔慰金共済
従業員の「もしも」に備えて従業員の「もしも」に備えて

弔慰金共済弔慰金共済
思わぬ「もしも」に備えて思わぬ「もしも」に備えて

経営者医療共済経営者医療共済
経営者だからこそ万一に備えて経営者だからこそ万一に備えて

愛知県中小企業共済協同組合
オリジナルキャラクター

キョウサイ 天使’sキョウサイ 天使’s
テンシーズ

６つの安心で６つの安心で
企業の

経営をサポート!企業の
経営をサポート!

QRコードから
ご覧頂けます ▶
QRコードから
ご覧頂けます ▶0120-00-9967

受付時間 平日9:00～17:00


	VOICE(P01)
	中小企業トピックス’18 in May(P02~03)
	中小企業・組合フォーカス(P04)
	内田俊宏の経済トレンド(P05)
	景況天気図(P06)
	インフォメーション(P07~08)



